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平成 31 年 2 月

平成 31 年度 令和 10 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,700 円 2,740 円

円 2,784 円

円 2,799 円平成　　年度 平成２９年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　　　該当なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　　　該当なし

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成１６年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２７年度

平成　　年度 平成２８年度

処 理 場 数 　　　１か所（川南浄化センター）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　事業実施区域が町の中心部のみで規模が小さいことと、公共下水道以外に漁業集落排水がありますが距
離が離れているため接続は現実的ではありません。
　漁業集落排水事業の料金体系は、平成18年度に下水道事業と統一してあります。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　当該施設の建設費用や施設の健全運営のための施設管理費が必要となるが、下水道事業は住民の生活
環境を健全に保つための大事な基盤整備であることから、住民の生活負担とのバランスを考慮し算定してい
ます。
　基本料　　０　～　　８㎥　  1,300円
　超過料　　９　～　５０㎥　   　100円（１㎥あたり）
　　　　　　 　５１㎥～　　　　　   110円（１㎥あたり）

非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 18.8 人／ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 　　　１区（川南処理区）

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成１６年度
（１４年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

川南町下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 川南町

事 業 名 ： 川南町下水道事業

1 （下水道事業）



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

　平成２８年度経営比較分析表を添付
　経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わ
せた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

　事業規模が小さく費用対効果が見込まれません。

 イ　土地・施設等利用
　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

　未利用土地はありません。また、施設規模も小さく活用できるスペー
スもありません。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　川南浄化センター維持管理業務を町内業者である㈲川南衛生公社
に委託しています。

 イ　指定管理者制度
　事業規模が小さいため現体制での一部民間委託が妥当と判断して
おり、指定管理者制度については未検討です。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
　　事業規模が小さいため現体制での一部民間委託が妥当と判断し
ており、ＰＰＰ・ＰＦＩについては未検討です。

職 員 数

　環境水道課は、現在、正規職員１１名、臨時職員３名の計１４名であり、管理係４名、工務係４名、環境対策
係４名に課長と課長補佐になります。
　その内、下水道事業に従事している職員は、上水道事業との兼務で３名であり、正規職員で業務にあたって
います。

事 業 運 営 組 織

　下水道部門は、平成１６年度　建設課　都市計画係、平成２１年度　上下水道課　下水道係、平成２６年度
環境水道課　工務係と組織再編しています。
　現在、環境水道課は、上下水道事業の工務係、管理係と環境衛生、公害、浄化槽等の環境対策係になりま
す。
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・投資の目標に関する事項
　汚水処理は、平成22年度に施設整備が完了しています。今後、範囲拡大の予定はありません。
　雨水処理は、都市下水路の老朽化が顕著となってきており早めの対策が必要になってきます。現在、施設機能の診断中であり事業着手年
度は未定となっております。
・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　川南町下水道ストックマネジメント実施方針を平成29年度に策定し、管渠、浄水場とも目標対応年数を長期的な改築のシナリオとしました。
そのため、管渠、土木、建築施設を標準対応年数の1.5倍の75年に、機械、電気設備を25年に設定しました。計画期間の10年は、通常の維
持管理に係る修繕等が主となり大規模改修は予定していません。
・広域化・共同化・最適化に関する事項
　事業実施区域が町の中心部のみで規模が小さいため広域化・共同化は望めません。町内には公共下水道以外に漁業集落排水がありま
すが距離が離れているため接続にはかなりの費用が見込まれるため現実的ではありません。
　漁業集落排水の料金体系は、平成18年度に下水道事業に合わせて統一しています。
・投資の平準化に関する事項
　起債償還は平成44年度までであり、資本費平準化債等の活用は予定していません。
・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　該当ありません。
・防災・安全対策に関する事項
　町の地域防災計画と連携を図り、上下水道業務継続計画（ＢＣＰ）にて取り組みます。

・財源の目標に関する事項
　公共下水道への接続率は、微増ではあるが向上しているものの想定以上に人口減少が進行しており接続人口も減少している状況にありま
す。そのため使用料収入の増は見込めず人口ビジョンの数値を基に算出しています。財源確保のため戸別訪問の実施や指定業者との連携
を密にして接続推進を図るとともに使用料の収納率向上に努めます。
・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　現在、水道事業に収納業務を事務委任しており、使用料の収納率向上、滞納整理の強化を図っていますが、上記の理由もあり使用料収
入の増は見込めません。今後、収入確保のため使用料の見直しについて検討していかなければなりません。
・企業債、繰入金に関する事項
　今後、雨水処理に係る都市下水路の改修が求められます。財政基盤強化のため、収入の確保と一般会計繰入金の負担区分の適正化を
図るとともに、国や企業債の資金を的確に調達していかなければなりません。

・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　浄化センターをはじめ施設の管理運営は、民間企業に委託しコスト削減に取り組むなど効率的な運営を目指しています。
　　包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI等は、規模が小さいため候補企業が見当たりません。
・職員給与費に関する事項
　　すべての職員が水道事業との兼務のため、今後、雨水処理施設の大規模改修や公営企業会計への移行等を検討する中で増員を要求
していますが不確定のため、予算ベースは直近の実績を最低ラインと定め計画を立てました。
・動力費に関する事項
　　処理水量の増減割合とそれに伴う経費の割合が必ずしも一致しないため、過去５年の実績と予算ベースを照らし合わせて算出していま
す。
・薬品費に関する事項
　　過去５年の実績と予算ベースを照らし合わせて算出しています。
・修繕費、委託費に関する事項
　　修繕費、委託費等は、川南町下水道ストックマネジメント実施方針にて行います。今計画期間中では大規模な修繕等の予定はなく通常
の維持管理になります。収益的支出に伴う修繕は、収益的支出に係る経費の約1割を目安に算出しました。資本的支出に伴う算出根拠は、
過去5年の実績と照らし合わせて計画しました。
・その他
　　平成３１年１０月予定の消費税増税に伴う費用増について、消費税見合い分を加算して算定しております。

　「自然と調和した輝くまち新生かわみなみ」の実現を基本理念とし、第2次宮崎県生活排水対策基本計画（2次改訂計画）と連携しつつ川南
町生活排水対策総合基本計画（改定計画）に基づいた、排水処理施設の整備と水洗化の普及促進に努めています。
　本町の下水道施設の整備は平成２２年度に完了し、それ以降起債がないため起債残高対事業規模比率は類似団体より低い傾向にありま
すが、人口減少により使用料収益の増が見込まれないため増大する維持管理費の中、効率的な経営が求められます。限られた財源の中、
平成２９年度に策定した川南町下水道ストックマネジメントを基に適正な事業経営を行っていきます。また、将来的には公営企業会計法適用
により独立採算性及び透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供できるよう取り組んでまいります。

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

委託費に関する事項 　統合できる委託業務について検討し経費の削減、効率化に努めます。

その他の取組 　水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる取り組みを進めていきます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、進捗管理を行い、最低でも５年ごとに見直しを行うことによりＰＤＣＡサイクルを効果的に
回して、本経営戦略の事後検証、更新を行っていきます。

動力費に関する事項 　下水道施設維持管理業者と連携を密にし効果的な動力使用を心がけます。

薬品費に関する事項 　下水道施設維持管理業者と連携を密にし効果的な薬品使用を心がけます。

修繕費に関する事項 　川南町下水道ストックマネジメント実施方針に従って実施していきます。

その他の取組 　情報を的確に把握し、適切な財源確保に努めます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　事業規模が小さいため候補企業が見当たりません。
　施設の維持管理は委託にて行い、委託業者と連携を取りながら効率的な運営を目指し
ます。

職員給与費に関する事項
　すべての職員が水道事業との兼務のため、今後、雨水処理施設の大規模改修や公営
企業会計への移行等を検討する中で増員が必要になってきますので協議していきます。

その他の取組
　下水道施設の更新投資、経営状況を的確に把握し健全で効率的な運営を目指すため
にも公営企業会計の導入が必要になってきますので移行を検討します。

使用料の見直しに関する事項
　急速な人口減少からも、４～５年おきに料金改定を検討することが望ましいと考えます
が、できる限り住民の負担とならないよう水道事業と併せて検討します。

資産活用による収入増加
の取組について

　下水道事業債償還基金は、毎年繰入を行っており償還と合わせて平成４４年度には残
高がなくなります。また、財源の多くを一般会計からの繰入に頼っている状況では、基金
への積立を行うことも困難であります。

広域化・共同化・最適化に関する事項
　事業規模から処理場の統廃合や処理区域の見直し等は現実的ではありません。ソフト
面（維持管理）について近隣自治体と連携をもって検討してまいります。

投資の平準化に関する事項
　補助事業による建設改良工事は平成２２年度に完了しています。今後は、川南町下水
道ストックマネジメント実施方針に従って実施していきますが、計画期間中は目標対応年
数を超えるものはありません。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　事業規模が小さいため候補企業が見当たりません。
　施設の維持管理は委託にて行い、委託業者と連携を取りながら効率的な運営を目指し
ます。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。
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平成 31 年 2 月

平成 31 年度 令和 10 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,700 円 2,793 円

円 2,807 円

円 2,777 円平成　　年度 平成２９年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　　　該当なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　　　該当なし

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成１８年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２７年度

平成　　年度 平成２８年度

処 理 場 数 　　　１か所（通浜浄化センター）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　川南漁港のある通浜地区の漁業集落排水は、町の中心市街地の公共下水道から距離が離れているため施
設の接続は現実的ではありません。
　漁業集落排水事業の料金体系は、平成18年度に下水道事業と統一してあります。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　当該施設の建設費用や施設の健全運営のための施設管理費が必要となりますが、下水道事業と統一し町
内のバランスを考慮して運用しています。
　基本料　　０　～　　８㎥　  1,300円
　超過料　　９　～　５０㎥　   　100円（１㎥あたり）
　　　　　　 　５１㎥～　　　　　   110円（１㎥あたり）

非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 58.2 人／ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 　　　１区（川南漁港区域）

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成５年度
（２５年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

川南町下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 川南町

事 業 名 ： 川南町漁業集落排水事業
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

　平成２８年度経営比較分析表を添付
　経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わ
せた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

　事業規模が小さくエネルギー利用が見込まれません。

 イ　土地・施設等利用
　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

　未利用土地はありません。また、施設規模も小さく活用できるスペー
スもありません。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　通浜浄化センター維持管理業務を町内業者である㈲川南衛生公社
に委託しています。

 イ　指定管理者制度
　事業規模が小さいため現体制での一部民間委託が妥当と判断して
おり、指定管理者制度については未検討です。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
　　事業規模が小さいため現体制での一部民間委託が妥当と判断し
ており、ＰＰＰ・ＰＦＩについては未検討です。

職 員 数

　環境水道課は、現在、正規職員１１名、臨時職員３名の計１４名であり、管理係４名、工務係４名、環境対策
係４名に課長と課長補佐になります。
　その内、下水道事業と同時に漁業集落排水事業に従事している職員は、上水道事業との兼務で３名であ
り、正規職員で業務にあたっています。

事 業 運 営 組 織

　下水道部門は、平成１６年度　建設課　都市計画係、平成２１年度　上下水道課　下水道係、平成２６年度
環境水道課　工務係と組織再編しています。
　現在、環境水道課は、上下水道事業の工務係、管理係と環境衛生、公害、浄化槽等の環境対策係になりま
す。
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①
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収
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、
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収
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０
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④
企

業
債

残
高

対
事

業
規

模
比

率
は

、
類

似
団

体
平

均
値

を
下

回
っ

て
い

ま
す

。
起

債
償

還
が

平
成

３
４

年
度

で
終

了
予

定
で

残
高

が
減

っ
て

い
る

こ
と

が
要

因
と

思
わ

れ
ま

す
。

⑤
経

費
回

収
率

は
、

類
似

団
体

平
均

値
を

上
回

っ
て

い
る

も
の

の
1

00
％

を
下

回
っ

て
お

り
汚

水
処

理
に

係
る

費
用

が
使

用
料

以
外

の
収

入
に

よ
り

賄
わ

れ
て

い
る

状
況

で
あ

る
た

め
経

営
の

健
全

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
と

は
い

え
ま

せ
ん

。

⑥
汚

水
処

理
原

価
は

、
お

お
む

ね
1

5
0
円

/㎥
で

推
移

し
て

い
ま

す
。

類
似

団
体

平
均

値
を

下
回

り
低

コ
ス

ト
で

効
率

的
な

処
理

が
行

わ
れ

て
い

ま
す

。

⑦
施

設
利

用
率

は
、

類
似

団
体

平
均

値
を

上
回

っ
て

い
ま

す
が

、
5

0
％

を
下

回
り

余
裕

が
あ

る
状

況
で

効
率

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
と

は
い

え
ま

せ
ん

。
区

域
内

人
口

が
減

少
傾

向
に

あ
り

利
用

率
の

向
上

が
見

込
め

な
い

た
め

現
状

維
持

に
努

め
ま

す
。

⑧
水

洗
化

率
は

、
微

増
傾

向
に

あ
る

も
の

の
類

似
団

体
平

均
値

を
下

回
っ

て
お

り
経

営
の

健
全

性
、

効
率

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
と

は
い

え
ま

せ
ん

。
区

域
内

人
口

、
加

入
人

口
と

も
に

減
少

傾
向

に
あ

り
高

齢
化

等
で

新
規

加
入

が
少

な
く

大
幅

な
水

洗
化

率
向

上
は

見
込

め
ま

せ
ん

。

2
. 老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

管
渠

は
、

耐
用

年
数

を
超

え
た

も
の

は
な

く
早

急
に

行
う

必
要

の
更

新
事

業
は

な
い

た
め

、
管

渠
改

善
率

は
数

値
が

あ
り

ま
せ

ん
。

し
か

し
、

有
収

率
が

低
い

傾
向

に
あ

り
、

管
渠

点
検

（漏
水

個
所

の
有

無
確

認
）が

必
要

と
思

わ
れ

ま

す
。

全
体

総
括

区
域

内
人

口
、

加
入

人
口

が
減

少
傾

向
に

あ
り

料
金

収
入

増
が

見
込

め
な

い
た

め
コ

ス
ト

削
減

な
ど

行
い

経
営

の
健

全
性

を
高

め
る

必
要

が
あ

り
ま

す
が

、
供

用
開

始
か

ら
２

０
年

以
上

経
過

し
て

お
り

機
器

修
繕

料
等

の
費

用
が

増
加

す

る
な

ど
厳

し
い

状
況

に
あ

り
ま

す
。

今
後

、
限

ら
れ

た
財

源
の

中
で

優
先

順
位

を
つ

け
た

更
新

計
画

書
作

成
や

適
切

な
料

金
水

準
に

つ
い

て
検

討
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。

経
営

戦
略

に
つ

い
て

は
平

成
３

２
年

度
ま

で
に

策
定

の
予

定
で

す
。

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同

じ
た

め
、

収
益

的
収

支
比

率
の

類
似

団
体

平
均

等
を

表
示

し
て

い
ま

せ
ん

。
※

　
平

成
2
4
年

度
か

ら
平

成
2
5
年

度
に

お
け

る
各

指
標

の
類

似
団

体
平

均
値

は
、

当
時

の
事

業
数

を
基

に
算

出
し

て
い

ま
す

が
、

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

及
び

管
渠

改
善

率
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
6
年

度
の

事
業

数
を

基
に

類
似

団
体

平
均

値
を

算
出

し
て

い
ま

す
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

渠
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
渠

の
更

新
投

資
・

老
朽

化
対

策
の

実
施

状
況

」

0.
00

0.
02

0.
04

0.
06

0.
08

0.
10

0.
12

0.
14

0.
16

0.
18

0.
20

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

当
該

値
0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

0.
00

0.
14

0.
05

0.
18

0.
01

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

当
該

値

平
均
値

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

当
該

値

平
均
値

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率
(％

)
②
管
渠
老
朽
化
率
(％

)
③
管
渠
改
善
率
(％

)
【
0
.
0
1
】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

12 （漁業集落排水事業）



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

・投資の目標に関する事項
　計画期間中の補助事業の予定はありません。
・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　漁業集落排水施設に対する機能保全計画策定を平成３２年度予定としておりその計画に沿って更新を行っていきますが、本計画期間中
は、大規模改修は予定していません。
・広域化・共同化・最適化に関する事項
　事業実施区域の規模が小さく公共下水道と距離があるため広域化・共同化は望めません。
　漁業集落排水の料金体系は、平成18年度に下水道事業に合わせて統一しています。
・投資の平準化に関する事項
　起債償還は平成34年度までであり、資本費平準化債等の活用は予定していません。
・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　該当ありません。
・防災・安全対策に関する事項
　町の地域防災計画と連携を図り、上下水道業務継続計画（ＢＣＰ）にて取り組みます。

・財源の目標に関する事項
　区域内人口は、想定以上に人口減少が進行しており接続人口も減少している状況にあります。そのため使用料収入の増は見込めません。
確実な財源確保のため使用料の収納率向上に努めます。
・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　現在、水道事業に収納業務を事務委任しており、使用料の収納率向上、滞納整理の強化を図っていますが、人口減少もあり使用料収入
の増は見込めません。今後、収入確保のため使用料の見直しについて検討していかなければなりません。
・企業債、繰入金に関する事項
　財政基盤強化のため、収入の確保と一般会計繰入金の負担区分の適正化を図るとともに、国や企業債の資金を的確に調達していかなけ
ればなりません。

・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　浄化センターをはじめ施設の管理運営は、民間企業に委託しコスト削減に取り組むなど効率的な運営を目指しています。
　　包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI等は、規模が小さいため候補企業が見当たりません。
・職員給与費に関する事項
　　すべての職員が水道事業との兼務のため、今後、公営企業会計への移行等を検討する中で増員を要求していますが不確定のため、予
算ベースは直近の実績を最低ラインと定め計画を立てました。
・動力費に関する事項
　　処理水量の増減割合とそれに伴う経費の割合が必ずしも一致しないため、過去５年の実績と予算ベースを照らし合わせて算出していま
す。
・薬品費に関する事項
　　過去５年の実績と予算ベースを照らし合わせて算出しています。
・修繕費、委託費に関する事項
　　修繕費、委託費等は、過去５年の実績と予算ベースを照らし合わせて算出しています。本計画期間中では大規模な修繕等の予定はなく
通常の維持管理になります。収益的支出に伴う修繕は、収益的支出に係る経費の約1割を目安に算出しました。
・その他
　　平成３１年１０月予定の消費税増税に伴う費用増について、消費税見合い分を加算して算定しております。

　「自然と調和した輝くまち新生かわみなみ」の実現を基本理念とし、第2次宮崎県生活排水対策基本計画（2次改訂計画）と連携しつつ川南
町生活排水対策総合基本計画（改定計画）に基づいた、排水処理施設の整備と水洗化の普及促進に努めています。
　本町の漁業集落排水事業は、人口減少により使用料収益の増が見込まれない中、増大する維持管理費の効率的な経営が求められます。
平成３４年度には企業債の償還が終了しますが、漁業集落排水処理施設に対する機能保全計画を平成３２年度には策定しより適正な事業
経営を行っていきます。また、将来的には公営企業会計法適用により独立採算性及び透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供できるよ
う取り組んでまいります。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、進捗管理を行い、最低でも５年ごとに見直しを行うことによりＰＤＣＡサイクルを効果的に
回して、本経営戦略の事後検証、更新を行っていきます。

修繕費に関する事項 　排水処理施設に対する機能保全計画を平成３２年度には策定し実施していきます。

委託費に関する事項 　統合できる委託業務について検討し経費の削減、効率化に努めます。

その他の取組 　水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる取り組みを進めていきます。

職員給与費に関する事項
　すべての職員が水道事業との兼務のため、公共下水道事業と同様に公営企業会計へ
の移行等を検討する中で増員を協議していきます。

動力費に関する事項 　排水施設維持管理業者と連携を密にし効果的な動力使用を心がけます。

薬品費に関する事項 　排水施設維持管理業者と連携を密にし効果的な薬品使用を心がけます。

資産活用による収入増加
の取組について

　財源の多くを一般会計からの繰入に頼っている状況では、基金への積立を行うことも困
難であります。

その他の取組 　情報を的確に把握し、適切な財源確保に努めます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　事業規模が小さいため候補企業が見当たりません。
　施設の維持管理は委託にて行い、委託業者と連携を取りながら効率的な運営を目指し
ます。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　事業規模が小さいため候補企業が見当たりません。
　施設の維持管理は委託にて行い、委託業者と連携を取りながら効率的な運営を目指し
ます。

その他の取組
　下水道施設の更新投資、経営状況を的確に把握し健全で効率的な運営を目指すため
にも公営企業会計の導入が必要になってきますので移行を検討します。

使用料の見直しに関する事項
　急速な人口減少からも、４～５年おきに料金改定を検討することが望ましいと考えます
が、できる限り住民の負担とならないよう水道事業と併せて検討します。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項
　事業規模から処理場の統廃合や処理区域の見直し等は現実的ではありません。ソフト
面（維持管理）について近隣自治体と連携をもって検討してまいります。

投資の平準化に関する事項
　平成３４年度には企業債の償還が終了します。漁業集落排水処理施設に対する機能
保全計画を平成３２年度には策定し事業実施していきますが、本計画期間中は投資の予
定はありません。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

16 （漁業集落排水事業）
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